
FIJの紹介

なぜ日本でファクトチェックを推進するのか

2022年2月20日

特定非営利活動法人ファクトチェック・イニシアティブ理事長

早稲田大学政治経済学術院

瀬川至朗
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(Google Trendsによる検索動向)

世界 fake news

日本 フェイクニュース
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「フェイクニュース」の注目度
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ファクトチェック

「フェイクニュース」の事例 2016年米大統領選

「ローマ教皇がトランプ候補を支持した」

（2016年に拡散した事例。WTOE5 NEWS より）（ファクトチェックサイトsnopes.comより）



偽情報(Disinformation)・語情報(Misinformation)が大量に拡散する時代
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Credit: Claire Wardle & Hossein Derakshan, 2017

→市民の健全な判断を歪め、民主主義の基盤を損なう恐れ

Handbook for Journalism Education and Training by UNESCO

ファクトチェックは真偽不明の言説を調査・検証する取り組み

→民主主義を支える公共的役割

ファクトチェック (Fact-checking)とは



ファクトチェックの普及を通じて
偽情報・誤情報に対する社会の免疫力を強める

➢ 海外ではファクトチェックが盛ん。Google, Facebookなどとの協働も

➢ 日本はファクトチェックの担い手不足・認知不足

ファクトチェックの担い手の拡大

ファクトチェック支援
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（2017年に設立 現在は特定非営利活動法人）

FIJ（ファクトチェック・イニシアティブ）とは



主な事業：セミナー開催、海外団体との連携
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▼台湾ファクトチェックセンター
編集長がオンライン講演
（2020年9月12日オンライン開催FIJセミナー）

▲SNU（ソウル大学）ファクト
チェックセンター事務局長が講演
（2020年1月11日開催FIJセミナー）

ファクトチェックに関する海外の動向などをセミナーイベントで紹介



主な事業：ファクトチェック・ガイドラインの整備
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ファクトチェックの国際標準的なルール（IFCNの綱領）に則って、日本でファクトチェック
活動を行うときの指針となるガイドラインを整備



主な事業：ファクトチェック技術支援
真偽不明の情報・言説（疑義言説）をモニタリングし、ファクトチェックを実施
しているメディアパートナーに情報提供
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メディアパートナー

・2019年5月：国内外12団体

・2021年12月末：国内外23団体



主な事業：ファクトチェック結果の社会への周知
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ファクトチェック入門動画

FIJのメディアパートナーなどのファクトチェック結果をより多くの人に知ってもらう
ための情報発信

ファクトチェック・ナビ



FIJの事業の主な支え手

正会員

助成

スペシャルパートナー

スマートニュース社からはFIJ設立以来、
事務局、イベント会場、開発支援など
多角的なご支援をいただいています

ClaimMonitor2開発など
ファクトチェック支援
システムの構築

COVID-19
国際協力プロジェクト

ウェブアプリ
「ファクトチェック・ナビ」開発

その他、個人正会員、法人賛助会員にもご参画いただいています
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メディアパートナー

が参画し2017年総選

挙のファクトチェッ

クを実施

FIJのファクトチェック・プロジェクト
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FIJのファクトチェック・プロジェクト

◼2017年衆院選

・Buzzfeed、Japan In-depth、ニュースのタネ、GoHoo（4媒体）

・ファクトチェック記事 計22本

◼2018年沖縄県知事選

・Buzzfeed、琉球新報、Japan In-depth、ニュースのタネ、GoHoo、Wasegg（6媒体）

・ファクトチェック記事 計13本

◼2019年参院選

・Buzzfeed、琉球新報、ニュースのタネ、Wasegg（4媒体）

・ファクトチェック記事 計9本

◼ 2021年衆院選

・InFact、Japan In-depth、BuzzFeed、毎日新聞、琉球新報、Wasegg（6媒体）

・ファクトチェック記事 計32本

→2021年はネットメディアで早稲田、慶應・同志社の学生が主力として活躍



ClaimMonitor (疑義言説データベース)

FCCシステムで情報収集
ウェブの入力フォームで登録
（FIJのモデレーターが作業）

Slack通知
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ClaimMonitor登録件数とファクトチェック記事数

▲疑義言説登録件数は2020年1年

間で計2615件。月平均218件

▼ファクトチェック記事数は計240

本。そのうちClaimMonitorの疑義言

説を使用した記事は152本。活用率

は63％（2020年1月～21年9月）



日本におけるファクトチェック記事の現状

▲現行ClaimMonitorは2019年12月

から運用。それより前5カ月のファ

クトチェック記事（月平均6本）と

比べ運用後は月平均11.8本に増加

▼ファクトチェック記事が月平均10

数本ではまだまだ少ない。そのうち

非・大手メディアが76％を占めてい

る（2020年下期以降）


